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● 総合防災拠点施設運用開始

● 災害時対応型移動式トイレ車両の導入（21p）

● 緊急避難場所として届け出ている自治会館などの耐震化補助（22p)

● スマートシティの推進（23p）

● 地域ポイント制度の本格実施（23p）

● 先進的技術実証支援事業の創設（10p）

● 小中学校全校へのタブレット端末導入（16p）

第五次新居浜市長期総合計画の完遂

令和2年度が最終年度となる第五次新居浜市長期総合計画につい

て、「快適交流」「環境調和」「経済活力」「健康福祉」「教育文化」「自

立協働」の６つのまちづくりの目標それぞれで、着実な実行と計画の完

遂を目指します。



っ子を増やすため、結婚・出産・子育て支援を充実
するとともに、健康長寿社会を実現します浜

域・組織を越えた連携を進め、地域特性を踏まえた
時代に合ったまちづくりを推進します

市
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● インバウンド観光推進費（11p）
● 総合文化施設開館5周年記念事業費（19p）
● 三世代同居促進事業費（21p） など

住地・観光地としての魅力を高め、関係人口を
創出し、交流人口・定住人口を拡大します

基本
目標

居

たな雇用の創出と産業を支える人づくりに努め、
地元産業を振興します

新

第２期新居浜市総合戦略の推進



令和2年度当初 31年度当初 増減額 増減率

一般会計 505億1,519万 円 492億5,909万6千円 12億5,609万4千円 2.5％

特別会計 290億2,784万9千円 286億 259万3千円 4億2,525万6千円 1.5％

企業会計 137億9,636万4千円 124億4,317万5千円 13億5,318万9千円 10.9％

合 計 933億3,940万3千円 903億 486万4千円 30億3,453万9千円 3.4％

400

450

500

H28 H29 H30 H31 R2
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事業費 国 市債 一般財源

1億9,391万5千円 5,390万円 1億1,430万円 2,571万5千円

4

事業費 国 市債 一般財源

4,221万円 2,255万円 1,660万円 306万円
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事業費 国 市債 一般財源

3,380万円 1,650万円 1,210万円 520万円

南
中
学
校

事業費 一般財源

3億5,000万円 3億5,000万円
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事業費 国 市債 一般財源

4億8,750万8千円 2億4,305万円 2億4,300万円 145万8千円

事業費 国 県 一般財源

1,000万円 450万円 225万円 325万円
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事業費 市債 一般財源

2億7,086万4千円 2億570万円 6,516万4千円

事業費 一般財源

310万1千円 310万1千円

事業費 市債 一般財源

4億1,980万9千円 4億1,300万円 680万9千円
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事業費 その他 一般財源

332万8千円 32万8千円 300万円

事業費 一般財源

1億6,000万円 1億6,000万円

・事業内容 工事請負費 1億1,000万円 上原川改良工事外8箇所

委託料 3,680万円 河川堤防除草、土砂撤去等

補償費等 700万円 工事に伴う水道等移設補償等

施設修繕料等 620万円



事業費 一般財源

500万円 500万円

事業費 国 一般財源

2億6,088万9千円 306万4千円 2億5,782万5千円 9

事業費 一般財源

788万2千円 788万2千円

求職者

合同企業説明会
セミナー

企業

市長査定項目(教育）/26にいはまＳＤＧｓアートフェスティバル開催事業.pdf


事業費 一般財源

450万円 450万円
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事業費 一般財源

160万円 160万円

・事業内容

実施企業への開催費補助金 オープンファクトリー 30万円×3社

アーティストｉｎファクトリー 50万円×1社 など

・事業内容 先進的技術実証支援業務委託料

先進的技術実証支援事業補助金



事業費 市債

7,210万円 7,210万円

11

事業費 国 一般財源

1,008万8千円 504万4千円 504万4千円
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事業費 県 市債 一般財源

3,983万4千円 2,200万円 1,580万円 203万4千円

事業費 一般財源

1億9,000万円 1億9,000万円

経済部(市長査定)/ハザードマップ　3カ年変更.pdf
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事業費 国 県 市債 一般財源

3億9,402万7千円 5,080万円 2億1,188万5千円 1億500万円 2,634万2千円

事業費 市債 一般財源

1億1,210万5千円 1億80万円 1,130万5千円

1）本館 プール内塗装、屋根水平車輪修繕等プール関連修繕
昇降機改修、屋上チラー圧縮機更新 など

2）分館 防水改修
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事業費 国 一般財源

3億8,634万3千円 755万1千円 3億7,879万2千円

事業費 国 県 一般財源

1億3,502万円 386万9千円 711万9千円 1億2,403万2千円

・事業内容 1歳6か月児・3歳児健康診査 929万8千円

特定不妊治療助成事業補助金 1,300万円

育児支援家庭訪問事業 1,269万円

一般不妊治療等助成事業補助金 300万円

妊婦・乳児期の健康づくり 8,856万2千円 など



事業費 市債 その他 一般財源

2億5,026万2千円 1億3,990万円 2,826万1千円 8,210万1千円
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事業費 県 一般財源

1,919万2千円 1,141万7千円 777万5千円
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事業費 一般財源

206万7千円 206万7千円

事業費 一般財源

3億3,225万5千円 3億3,225万5千円
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事業費 その他

400万円 400万円

事業費 一般財源

443万9千円 443万9千円
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事業費 国 一般財源

3,622万円 1,811万円 1,811万円

事業費 一般財源

111万4千円 111万4千円
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事業費 その他

5,637万9千円 5,637万9千円
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事業費 その他

699万円 699万円

事業費 国 市債 その他

4億2,434万4千円 1億8,518万円 2億1,160万円 2,756万4千円
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事業費 市債 一般財源

3,556万2千円 2,640万円 916万2千円

事業費 一般財源

1,500万円 1,500万円

事業費 国 市債 一般財源

3億1,668万3千円 1,709万4千円 2億9,020万円 938万9千円
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事業費 一般財源

1,105万円 1,105万円

事業費 国 一般財源

104万5千円 52万2千円 52万3千円

補助内容 構造 補助率 補助上限額

耐震診断
木造

1/2

25万円

RC造 40万円

耐震設計
木造 15万円

RC造 50万円

耐震工事 区分なし 500万円



23

事業費 一般財源

2,830万6千円 2,830万6千円

事業費 一般財源

1,750万円 1,750万円

①プラットフォーム運用事業

②マイナンバー認証運用事業

③子供・高齢者見守り事業

④バスロケーションシステム構築事業

GPS

見守り
カメラ



令和2年度当初 平成31年度当初 増減額 増減率

市民税 75億4,201万3千円 77億9,137万7千円 △2億4,936万4千円 △3.2％

個人 58億1,758万1千円 57億4,726万 円 7,032万1千円 1.2％

法人 17億2,443万2千円 20億4,411万7千円 △3億1,968万5千円 △15.6％

固定資産税 93億9,036万9千円 95億5,919万8千円 △1億6,882万9千円 △1.8％

都市計画税 12億2,900万 円 12億1,768万4千円 1,131万6千円 0.9％

その他 11億6,567万5千円 12億 353万4千円 △3,785万9千円 △3.1％

合 計 193億2,705万7千円 197億7,179万3千円 △4億4,473万6千円 △2.2％
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令和2年度当初 平成31年度当初 増減額 増減率

地方交付税 56億7,000万円 55億8,000万円 9,000万円 1.6％

普通 50億2,000万円 49億4,000万円 8,000万円 1.6％

特別 6億5,000万円 6億4,000万円 1,000万円 1.5％

臨時財政対策債 16億1,000万円 16億2,000万円 △1,000万円 △0.6％

合 計 72億8,000万円 72億 円 8,000万円 1.1％

25

※ 臨時財政対策債‥交付税総額が不足する場合、その不足額を国と地方で折半し、地方分について各団体で
地方債を発行して補てんしており、その地方債のことを臨時財政対策債と言います。
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地方交付税 臨時財政対策債



令和2年度当初 平成31年度当初 増減額 増減率

市 債 48億6,030万円 54億1,860万円 △5億5,830万円 △10.3％

26
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令和2年度当初
31年度当初 増減額 増減率

構成比

人件費 89億6,411万6千円 17.7％ 82億9,413万7千円 6億6,997万9千円 8.0％

物件費 71億4,793万7千円 14.2％ 69億8,869万4千円 1億5,924万3千円 2.3％

扶助費 129億7,386万6千円 25.7％ 127億6,813万4千円 2億 573万2千円 1.6％

繰出金 39億1,223万 円 7.7％ 55億9,840万4千円 △16億8,617万4千円 △30.1％

公債費 44億4,018万3千円 8.8％ 44億4,372万2千円 △353万9千円 △0.1％

投資的経費 65億5,036万7千円 13.0％ 68億 373万5千円 △2億5,336万8千円 △3.7％

補助 29億4,485万9千円 5.8％ 19億9,407万7千円 9億5,078万2千円 47.7％

単独 36億0,550万8千円 7.2％ 48億 965万8千円 △12億 415万 円 △25.0％

その他 65億2,649万1千円 12.9％ 43億6,227万 円 21億6,422万1千円 49.6％

合 計 505億1,519万 円 100％ 492億5,909万6千円 12億5,609万4千円 2.5％

27
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令和2年度当初
31年度当初 増減額 増減率

構成比

経 常 340億1,205万5千円 67.3％ 338億4,528万9千円 1億6,676万6千円 0.5％

施 策 99億5,276万8千円 19.7％ 86億1,007万2千円 13億4,269万6千円 15.6％

公 共 26億7,485万9千円 5.3％ 19億9,407万7千円 6億8,078万2千円 34.1％

単 独 35億7,550万8千円 7.1％ 47億7,965万8千円 △12億 415万 円 △25.2％

災害復旧 3億 円 0.6％ 3,000万 円 2億7,000万 円 900.0％

合 計 505億1,519万 円 100％ 492億5,909万6千円 12億5,609万4千円 2.5％



令和2年度当初 31年度当初 増減額 増減率

渡海船事業 2億7,068万2千円 1億8,698万6千円 8,369万6千円 44.8％

住宅新築資金等
貸付事業

488万7千円 513万3千円 △24万6千円 △4.8％

平尾墓園事業 2,735万8千円 3,043万7千円 △307万9千円 △10.1％

国民健康保険
事業

128億3,573万4千円 127億4,408万2千円 9,165万2千円 0.7％

介護保険事業 139億4,893万3千円 135億2,967万 円 4億1,926万3千円 3.1％

後期高齢者
医療事業

18億1,266万3千円 17億1,091万4千円 1億174万9千円 5.9％

工業用地
造成事業

1億2,759万2千円 3億9,537万1千円 △2億6,777万9千円 △67.7％

合 計 290億2,784万9千円 286億 259万3千円 4億2,525万6千円 1.5％
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